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添付資料 9　自然条件調査結果―地形･地質

1.　地形調査

a) 地形測量調査

本調査では、計画された 45 橋梁と道路の現況を把握する為と、河川の状況を明らかに

するために地形測量、縦断測量、横断測量を道路と河川について実施し、各橋梁につ

いて、平面図、縦断面図、横断面図を作製した。

この測量調査の実施に当たっては 8 測量班を編成し、1 測量班あたり 6～7 日の工程で

約 1 ｹ月強を要した。

その概要を次頁に示す。

b) 測量委託業務内容

i) 調査内容
調査橋梁数： 施設建設型 22橋梁　資材調達型 23橋梁　計 45橋梁
項　目 調査項目 調査内容及び数量

調査範囲

道路方向

河川方向

資材調達型　　50m＋河川幅 m＋50m

施設建設型　　150m＋河川幅 m＋150m

資材調達型　　道路中心線より上下流側に 25m ずつ

施設建設型　　道路中心線より上下流側に 500m ずつ

道路縦断

　測量

  

資材調達型　　総延長＝150m x 23 橋＝3,450m

              (1 橋＝50m＋橋長 50m 想定＋50m＝150)

施設建設型　　総延長＝360m x 22 橋＝7,920m

              (1 橋＝150m＋橋長 60m 想定＋150m＝

               360m)

道路横断

　測量

　　　　　　　取付道路を対象にして 20m ピッチ

資材調達型　　6断面/箇所 x 幅 50m(中心線より 25m)

　　　　　　　総延長＝6x50m x23 箇所＝6,900m

　　　　　　　総断面数＝6断面/箇所 x23＝138 断面

　　　　　　　取付道路を対象にして 20m ピッチ

施設建設型　　14断面/箇所 x 幅 50m(中心線より 25m)

　　　　　　　総延長＝14 x 50m x 22 箇所＝15,400m

　　　　　　　総断面数＝14 断面/箇所 x22＝308 断面

河川縦断

　測量

資材調達型　　50m(上下流 25m)x23 箇所＝1,150m

施設建設型　　1,000m(上下流 500m)x22 箇所＝22,000m

河川横断

　測量

　　　　　　　1断面延長=25m+50m(橋長想定)+25m=100m

資材調達型　　3断面/箇所　総断面数＝3x23=69 断面

　　　　　　　総延長=100m x3 断面 x23 箇所=6,900m

　　　　　　　1断面延長=25m+60m(橋長想定)+25m=110m

施設建設型　　5断面/箇所　総断面数 =5x22=110 断面

　　　　　　　総延長=110m x5 断面 x22 箇所=12,100m

調査項目と

調査方法

平板測量 道路縦断測量範囲{(100x23)+(300x22)}x 幅 50m=44.5ha

水準測量 仮 BMの設置 45 ｹ所
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    ii）調査期間
平成１3年 10月初旬から 11月中旬までの約 1.5ヶ月。

    iii）調査結果
調査結果は以下に纏め調査チームに提出する。

橋梁部及び道路部　平面図　縮尺 1/200
                  縦断面図　縮尺　縦 1/200　横 1/200
                  横断面図　縮尺　縦.横 1/100

          河川部　　　　　　縦断面図　縮尺　縦 1/100　横 1/500
                            横断面図　縮尺　縦 1/100　横 1/200
          　　　　　　　　　その他の測量データ

2.　地 質 調 査

 1) 調査の目的と概要

本調査はヴィエトナム中部(18 省)で計画された 45 橋梁のうち、施設建設橋梁 22 橋

梁、資材調達橋梁 5 橋梁、計 27 橋梁について基本設計調査に必要な地質、土質資料

を得る事を目的として、機械ボーリング調査　標準貫入試験　不覚乱資料採取　室内

土質試験 (物理試験及び力学試験)を実施した。

本調査の実施に当たっては中国製 XJ-100 型試推機(能力 100m) 10 台を使用し、1 橋

当たり 6～7 日の工程で、約 1 月強を要した。 その概要を以下に示すと共にその位置

は橋梁調査位置図に示した。

　a) 橋梁基礎調査

機械ボーリング調査は施設建設橋梁で 1 橋梁当たり 2 ｹ所、資材調達橋梁では 1 橋

梁当たり 1 ｹ所の調査を原則とし、前項で記した機材と工程で実施した。その位置

は橋梁調査位置図に示す。

機械ボーリング調査の明細は表 9-3に示す。

　b) 現位置試験及び土質試験

橋梁基礎調査に用いられる現位置試験と土質試験の項目及び数量を下表に示す。
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表 9-1　現位置試験と土質試験数量一覧表

項    目 規格(ASTM) 橋梁基礎調査 室内試験 計 備　考

標準貫入試験 D-1586 576 - 576

不撹乱試料採取 D-1587 87 - 87

比重試験 D-854-58 - 135 135

自然含水量試験 D-2216 - 127 127

粒度試験 D-422 - 142 142

液性限界試験 D-423 - 87 87

塑性限界試験 D-424 - 87 87

湿潤密度 - - 50 50 ﾉｷﾞｽ法

一軸圧縮試験 D-2166 - 27 27

圧密試験 D-2435 - 20 20

　c) 橋梁候補地の地質

i) 支持層の分布と設計基準

構造物の支持地盤は構造物の重要度によって査定され、構造物を支えるための縦断

方向の力によっても査定される。一般に橋梁（橋台、橋脚）の基礎杭の支持地盤の

設計基準は以下のN値として定義される。

         砂質土：　N値 50 以上

         粘性土：　N値 50 以上

当調査地のように、小橋梁で且つ軽荷重の場合は以下の N値としても定義される。

         砂質土：　N値 30 以上

         粘性土：　N値 20 以上

ii) 橋梁支持地盤

橋梁の支持地盤は機械ボーリング調査の結果、海岸平野地域と西部の山岳、丘陵地

域では大きく異なる。

即ち海岸平野地域では、支持層は深度 17~25 m 以深に分布する花崗岩類、変成岩

類、堆積岩類から成る基岩盤とその上位に分布する N値 50以上の風化帯よりなる。

西部の山岳、丘陵地域では支持層の分布深度は地表から 10 m 以内 であり地域に

よっては、直接基礎の採用が可能な箇所もある。

ｳﾞｨｴﾄﾅﾑ中部地域の設計用土質常数を表 9-2 に、機械ボーリング調査結果は表 9-3

に示す。
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表 9-2　設計用土質常数

土　層
平　均

N 値

湿潤単位

体積重量

γt (t/m3)

初期粘着力

C (tf/m2)

内部摩擦力

Φ (degree)

弾性係数

Eo (Kg/cm2)

Ac 0 1.70 1.00 - 5.75 (Note 1)

As 11 1.70 - Fig. 28N

Ag 25 1.90 - Fig. 28N

Dc 31 1.80 19.0 - 28N

Ds 41 1.90 - Fig. 7.2.11a 28N

Note 1: Eo= E50 = 24.202qu + 0.907 for Ac- Deposit

 2) 土質試験

 a) 概　要

土質試験は、沖積層及び洪積層をその対象とし、その物理及び力学的性質を解明す

る目的で実施した。　試験資料は不撹乱試料 50 試料、撹乱試料 85 試料を採取し下

記の試験を実施した。各々の資料数と試験の項目は下記の通りである。

　不撹乱試料　　沖積層 (Ac 層)………………………………….42 資料

　　　“       　洪積層 (Dc 層) …………………………………. 8資料 計 50試料

　撹乱試料　　　沖積層 (Ac 層)………………………………… 5資料

　　　“ 　　　　       (As 層)………………………………..…28資料

      “                (Ag 層)…………………………………..27資料

      “         洪積層 (Dc 層)…………………………………. 13資料

      “                (Ds 層)…………………………………. 12資料 計 85試料

　　合　計                                 135 資料

試験種目、規格、試験数量は表 9-1に示す。

これらの試験結果から土の性質が明らかにされ、主として北部の海岸平野地域(タン

ホア、ゲアン、クアンビン、トアチエン、クアンナム、ニントアンの各省) の地表

からの深度 21~59.5m 以深に分布する構造物の支持地盤、地表からの深度 7～23m

の範囲、最大 36.6 mの範囲で分布する軟弱地盤の土質常数が決定される。
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 b) 試験結果

    i) 土の物理的性質

  ① 粒　度

粒度試験の結果は表 7.2.5 に示す。この結果から沖積粘性土と洪積粘性土の細

粒分は、ｼﾙﾄ分で 60.1~48.5%、粘土分で 17.5~19.1%　計 77.6~67.6%である。

また、沖積砂質土と洪積砂質土の粗粒分の平均は礫分 5.6~33.9% 砂分

74.3~48.4%　計 79.9~82.3 % である。

また、沖積礫質土の粗粒分の平均は礫分 56.2% 砂分 37.4% 計 93.6% である。

表 9-4　粒度試験結果

Gravel

(%)

Sand

(%)

Silt

(%)

Clay

(%)

No.10

(2.00)

(%)

No.40

(0.425)

(%)

No.200

(0.075)

(%)

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Items of
Gradation

And
Average

Deposit
Represe
n-tative

Range

Represe
n-tative

Range

Represe
n-tative

Range

Represe
n-tative

Range

Represe
n-tative

Range

Represe
n-tative

Range

Represen
-tative

Range

0.8 21.6 60.1 17.5 99.2 94.8 77.6
Ac-Cohesive
Soil    0-3.4 1.0~12.

4
46.5~73
.6

10.0~25
06

 96.6-
100

86.5~10
0

61.7~93.
4

5.6 74.3 16.8 3.7 94.5 54.3 20.2
As-Sandy
Soil 0-12.8 56.5-

92.2 3.0-30.5 0-8.9 87.4-100 28.7-
79.9 3.7-36.6

56.2 37.4 5.8 0.6 43.8 13.8 6.5
Ag-Gravelly

Soil 36.6-
75.7

19.3-
55.4 0.2-13.3 0-2.5 24.3-

63.4 1.5-26.2 0.2-15.4

4.2 28.2 48.5 19.1 95.8 87.0 67.6Dc-Cohesive
Soil

0-11.5 13.2-
43.2

36.4-
60.7

10.6-
27.6 88.5-100 75.6-

98.5 52.3-83.0

33.9 48.4 14.0 3.7 66.1 38.0 17.8 Ds-Sandy
Soil

8.4-59.3 29.1-
67.6

0.7-28.3 0-9.5 40.7-
91.6

6.1-69.8 0.7-37.4
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② コンシステンシ－特性

この試験は粒度試験と併せて土の分類を目的として、一般粘性土について実施した。

その結果、得られたコンシステンシー特性は表 9-5 及び関係図は図 9-1 に示す他、

以下に示す通りである。

・ Ac (沖積粘土)

－ 沖積粘土層は深度増加によるコンシステンシー増減の傾向は認められない。

－ 塑性図による沖積粘土の分類では、CL-ML: 80.6% CH: 11.1%  MH-OH:

5.6%  ML-OL:  2.8% である。

－ 活性度による沖積粘土の分類

・ カオリナイトを主成分とする不活性粘土(A<0.75): 16.7%

・ イライトを主成分とする通常粘土 (A=0.75~1.25): 55.6%

・ 有機コロイドを含む活性粘土 (A=1.25~2.0 )     : 27.8%   から成る。

　－ 沖積粘土は Wn = <WL  Ic = -0.2～0.9 平均 0.3の関係にあり、非常に不

安定な状態にある。

・ Dc (洪積粘土)

－ 洪積粘土層は深度増加によるコンシステンシー増減の傾向は認められない。

－ 塑性図による洪積粘土の分類では、 CL: 76.2%  CH: 23.8%

－ 粘土の活性度による分類

・ カオリナイトを主成分とする不活性粘土 (A< 0.75):  26.7%

・ イライトを主成分とする通常粘土 (A=0.75～1.25):   46.7%

・ 有機コロイドを含む活性粘土　(A=1.25～2.0)       26.6%　から成る。

－ 洪積粘土は Wn<WL  Ic=0.91～1.21 平均 Ic=1.06 の関係にあり、安定な状

態にある。
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表 9-5 　コンシステンシー試験結果

Wn

(%)

Wl

(%)
Ip If It Ic

Activity

Ratio

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Average

Value

Items
of

Consistency

Deposit

Represen

-tative

Range

Represen

-tative

Range

Represen

-tative

Range

Represen

-tative

Range

Represen

-tative

Range

Represen

-tative

Range

Represen

-tative

Range

34.3 40.5 17.7 11.8 1.6 0.3 1.1Ac-Cohesive

Soil 19.7~48.9 28.7~52.3 10.6~24.8 8.5~15.1 0.9~2.2 - 0.2~0.9 0.7~1.6

19.5 41.4 20.7 15.5 1.4 1.06 2.2Dc-Cohesive

Soil 16.2~22.7 33.4~49.5 14.9~26.5 12.4~18.6 1.0~1.8 0.91~1.21 0.6~5.2

ここに：

ML: 無機質ｼﾙﾄ、極細砂、岩粉、ｼﾙﾄ質または粘土質細砂

CL: 塑性が低い、ないし中位の無機質粘土。れき質、砂質、ｼﾙﾄ質粘土。粘性

　　の少ない粘土。

OL: 塑性の低い有機質シルト、及び粘土

MH: 無機質シルト、雲母質または珪藻質細砂またはシルト 弾性のあるシルト

CH: 塑性の高い無機質粘土、粘性の高い粘土。

OH: 塑性中位～高位の有機質粘土。

Wn: 自然含水比

WL: 液性限界

Ip: 塑性指数   Ip=WL-Wp

If: タフネス指数 (It = Ip/If)

　　塑性限界における土の剪断強さの度合いを示す。
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Ic: コンシステンシー指数 (粘性土の安定)

          Ic = (WL-Wn)/Ip

Ic ≥ 1 の時　比較的安定

Ic = 0 の時　不安定な状態で撹乱すると液状化し強度が著しく低下する。

粘土の活性度

粘土の活性度は粘土鉱物と堆積の地質学的条件と関係が深く Skempton によ

って定義された。粘土は活性の小さい不活性粘土から活性が 2 以上の高活性の

4グループに分類される。分類は下記の式による。

　活性度 =

表 9-6　活性度による粘土の分類

活　性　度 活性度による粘

土の分類

主要粘土鉱物 堆　積　環　境

A < 0.75 不活性粘土 カオリナイト

• 淡水成層と新鮮な水成層
から成る粘土

• 溶脱(ｱﾙｶﾘ、塩など)を受け
た海成堆積層の粘土

A=0.75 - 1.25 通常の粘土 イライト 海成及び河口堆積層の粘土

A > 1.25 活性粘土

•有機ｺﾛｲﾄﾞを含む

• A ≥ 2 はﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ
を含む

③ 比重、湿潤密度、間隙比

比重、湿潤密度及び間隙比は表 9-7に示す。

・比重 (Gs)

この試験結果は適正な値が得られている。標準偏差は 0.023~0.036 の範囲にあ

る。

・湿潤密度 (γt)

粘土の湿潤密度は、キャリパー法により求められた値で、この試験値 (γt) と 他

の試験値との間には以下に示す関係がある。

塑性指数 Ip

2 μ以下の土粒子（％）
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               w

Sr

Wn

Gs

Wn

t γγ *

100

1001

100
1

+

+
=

ここに:

γt:   湿潤密度 (t/m3)

Wn: 自然含水比 (%)

Sr:  飽和度 (%)

Gs:  比重

もし、試料が現場の地下水位が高く、この地下水により飽和されている場合は上式

の Sr=100%が適用され、式は自然含水比の関数となる。(但し Gs= constant)

               

100
1

100
1

Wn
Gs

Wn

t
+

+
=γ



資料 9 - 11

表 9-7　比重、湿潤密度及び間隙比

Specific Gravity

Gs

Wet Density

γt

Void Ratio

e

Average value Average value Average value

Items of Soil

Properties

Deposit

Representative

Range

Representative

Range

Representative

Range

2.691 1.698 1.400   Ac- Cohesive Soil

2.666~ 2.716     1.570～1.770      1.160～1.640

2.674 - -   As- Sandy Soil

2.651~ 2.697 -          -

2.672 - -Ag- Gravelly Soil

2.637~ 2.708 - -

2.685 1.865 0.634  Dc- Cohesive Soil

2.653~ 2.717 1.568~ 2.163 0.575~ 0.693

2.720 - -  Ds- Sandy Soil

2.684~ 2.756 - -

各層の湿潤密度は以下の値を設定する。

 Ac    γt = 1.700 t / m3

 As    γt = 1.700 t / m3

 Ag    γt = 1.800 t / m3

Dc    γt = 1.800 t / m3

 Ds    γt = 1.900 t / m3

      

・間隙比 (e)

沖積粘土と洪積粘土の間隙比と自然含水比の関係は以下に示すほか、図 9-2 に示

す。
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沖積粘土(Ac)

e = 0.025Wn + 0.114

分散 = 4.959

相関係数 = 0.990

ii) 土の力学的性質

力学試験は沖積粘土（軟弱地盤）及び洪積粘土（橋梁支持地盤）から採取した不

撹乱試料について一軸圧縮試験と圧密試験を実施したものである。

     

① 一軸圧縮試験

沖積粘土と洪積粘土の qu(kgf/cm2) と E50 (kgf/cm2)の関係を以下に示す。

沖積粘土

　　　　E50 = 24.202 qu + 0.907

              分散 = 27.885

              相関係数 = 0.878

また、qu(kgf/cm2)と自然含水比(Wn) との関係は以下の通りである。

沖積粘土

　　　　qu = －0.078 Wn + 3.381

              分散 = －10.871

              相関係数 = －0.849

② 圧密試験

図 9-6   e-logP Curve (Ac & Dc)

図 9-7  logCv-logP Curve (Ac & Dc)

     

本試験結果、沖積粘土(Ac)は圧密未了の状態にある。



資料 9 - 13

表 9-8　力学試験結果

Unconfined Compression
qu  , E50  and ε

Consolidation
Pc   Cc

qu
(kg/cm2)

E50
(kg/cm2)

ε

(%)
Pc

(kg/cm2)
Cc

Average Average Average Average Average

Item of Mechanical
Soil Property

Deposit

Represen

-tative

range

Represen

-tative

range

Represen

-tative

range

Represen

-tative

range

Represen

-tative

range

0.250 37.2 4.90 0.46 0.466Ac-Soft

Cohesive Soil 0.140

~0.360

9.60

~64.7

3.50

~6.20

0.32

~0.60

0.323～

　　0.608
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4) 設計用土質常数と設計条件

対象地域は北中部海岸部と南中部海岸部の一部の海岸平野からなり層厚 6.8～23m、

N値 0～3の沖積軟弱粘土,N値 1～9の沖積軟砂質土と 平均 N値 31の洪積粘土、

平均 N 値 41 の洪積砂質土より成り沖積軟弱粘土はアプローチ道路の高盛土の対象

層として、洪積粘土 砂質土は橋梁の支持層として共に重要である。

上記の各層は堆積環境、土層構成、土質特性などは各橋梁で似通っていることから、

設計に用いる土質常数は以下の手順によって決定する。

・ 土層断面図の作成

・ 各土層の土質試験値を検討後、代表値を決定

・ 土層断面図から任意の地点を選定し、代表値を適用して設計用代表地盤条件とす

る。

a) 土層区分

土層区分はボーリング柱状図、土質試験結果から土層断面に再検討を加え、設計

用土層断面図を作成した。

沖積粘土層では中間砂層あるいは、沖積粘土層下端の砂質土層(沖積層、洪積層) の

存在は盛土の挙動に重要な影響を与えるので、当検討ではボーリング柱状図で確

認されるものを圧密排水層として設定した。従って排水条件は地点により、両面

排水、片面排水の使用区分を行った。地下水位は GL-0.50～- 4.00m の範囲にあ

り、土層断面図から読みとるものとする。軟弱地盤の分布深度と地下水位は表 9-3

機械ボーリング調査結果表に取りまとめている。土層区分は以下の通りである。

・ 沖積軟弱粘土　Ac           ・洪積粘土　　　Dc

・ 沖積砂質土　　As　         ・洪積砂質土　　Ds

・ 沖積礫質土　　Ag

b) 沖積軟弱粘土の土質常数

i) 湿潤単位体積重量　γt

前節の試験値の平均値をもって設計用湿潤単位体積重量とする。

　　土　層　　　　　湿潤単位体積重量 γt(tf/m3)     試験個数

　　　Ac                   1.700                      31

ii) 初期粘着力　Co (tf/m2)

σ3 = 0 即ち側方応力をゼロにして行う非排水三軸圧縮試験が一軸圧縮試験で

あり、供試体破壊時の軸方向応力σ1 の値が一軸圧縮強さ qu値である。

非排水条件における剪断抵抗角をφuu、粘着力を Cuuとすると
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Sinφuu = uuCuu φσ

σ

cot2
1

2
1

×+

　　　　　　　　

)
2

45tan(2

1
uu

Cuu
φ

σ

+°×
=∴

軟弱粘性土は通常　φuu = 0゜であるから、次式が成立する。

　　　　　　　　   　
22

1 qu
Cuu ==

σ

本調査では、一軸圧縮試験が多く行なはれており、本設計に用いる粘着力は一

軸圧縮強さを使用する。

　　　　　　　土　層　　　　　初期粘着力 Co(tf/m2)      試験個数

　　　　　　　　Ac                 1.00                    9         但しN値　0

iii) 沖積軟弱粘土層の圧密強度増加率

圧密による粘土層の強度増加率は次式に示される。

　　　　　　　　
Po
Co

m =

　　　　　　　　　　　m: 強度増加率

　　　　　　　　　　　Co: 非排水剪断強さ(初期粘着力) (tf/m2)

              　　　　Po: 有効土被り圧 (tf/m2)

強度増加率を求める方法として、以下の手法が考えられる。

① 排水剪断強さの深度分布から求める方法

② の塑性指数から求める方法

③ 圧密非排水条件の三軸圧縮試験又は直接セン断試験から求める方法

然しながら ③の方法は前二法に比して過大な値を与える傾向があり ②の方法

は Skemptonの関係式に依るもので沖積粘土地盤においてほぼ成立する。

①の方法は一軸圧縮強さを基にしており、多くの実績を有しているがこの地域

では深度の増加に対し強度の変化は無い。
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このことを踏まえ、軟弱粘土層の強度増加率は②の方法に依って検討し、更に

既存の基準を考慮して決定する。

・ 塑性指数から求める方法

Skemptonによる強度増加率と塑性指数との関係式によって算定する。

Ip
Po
Co

m 0037.011.0 +==

Ac 層の塑性指数は表 2-2～2-6 に示す通りであり、これから算出される強度増

加率は表 9-9の通りである。

表 9-9　塑性指数による強度増加率

土　層 塑性指数

Ip

強度増加率

 m

試験個数

N

平均 Ipの算出法

Ac 21.2 0.188 25 単純平均法

・　基　準

表 9-10　強度増加率 (1)　－　日本道路協会

土層 分類記号 強度増加率

m

Clay

Silt

Humid Soil or Black mud

Peat

CH, CL, VH

MH, ML

OH, OL, OV, MH

Pt

0.30 ~ 0.44

0.25 ~ 0.40

0.20 ~ 0.35

0.35 ~ 0.50
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表 9-11　強度増加率 (2)  －　日本道路公団

強度増加率

(m)自然含水比

(Wn %) Soil Depth < 10 m Soil Depth > 10 m

Wn < 200

Wn < = 200

0.25 ~ 0.40

0.45 ~ 0.50 0.25 ~ 0.30

本地域の粘制土は統一土質分類による土質分類によれば CL CH  MH-OH

に分類され、自然含水比Wn は 200%以下、分布深度は 19～25mの範囲で

ある。従ってこれらの条件から、標準的な強度増加率は以下の範囲である。

CL, CH, MH-OH

Wn = 19.7.0～70.8 %        }              m = 0.20～0.40

Z = 6.8～23 m

上記によって得られた強度増加率を比較したものを次表に示す。

表 9-12　強度増加率検討結果

強度増加率, mMを求める方法 土　層

範　囲 代　表　値

塑性指数による方法 0.160 ~ 0.245 0.20

基準
Ac

0.250 ~ 0.400 -

以上の各数値を勘案し、以下の値を定めた。

沖積粘性土　Ac     m = 0.25
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iv) 設計用 e-logP 曲線及び logCv-logP曲線

間隙比 e 及び　圧密係数 Cv はほぼ含水比の関数であり、各土層の平均値を

求めて設計曲線を作成した。関係図を 図 7.2.9及び 図 7.2.10に示す。

v) 圧密降伏応力 Py

粘土地盤に於ける理論上の圧密降伏応力は自然地盤が過去に受けた最大圧密

圧力であり、正規圧密地盤では圧密降伏応力は有効土被り圧力に一致する筈

であるが化学的固結作用などに依って過去の最大圧力を上回る降伏応力を示

す事も少なくない。本地盤では圧密未了の地盤に近いものと判定できるが、

次の手法を用い粘性土の設計値の検討を行う。

① 密試験による方法。

② y = 4Co による方法

③ y = Po = Co/m による方法

① 密試験による方法

圧密試験値を基に、最小自乗法によって処理し圧密降伏応力求める方法であ

り、当解析では Py = 4.60 tf/m2 を得ている。

(ア) Py = 4Co による方法

この式は実験式であり、日本の代表的な軟弱地盤から得られた関係式であ

る。両者の相関性はかなり良好である。

初期粘着力は前述の如く Co = 1.00 tf/m2 である故

　　　　　　　　　　　 Py = 2qu =4Co = 4.00 tf/m2

(イ) Py = Co/m による方法

この式は圧密降伏応力が有効土被り圧力に等しい条件での式である。

Co = 1.00 tf/m2  m = 0.25   ∴ Py = Co/m = 4.00 tf/m2

本地域は圧密未了の地盤に近い事を考慮し、②で得られた式を沖積粘性土

の設計値として採用する。

　　　　　　　　　　Py = 4.00 tf/m2
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vi) 設計用土質常数の要約

・ 土層区分は、土質断面図から読みとる。

・ 地下水位は、土層断面図から読みとる。

・ 圧密排水層は、柱状図によって確認されるものを採用する。

     

表 9-13　沖積粘性土の土質常数

土層

湿潤単

位体積

重量

γt (t/m3)

初期粘着力

Co (tf/m2)

内部摩擦

角

Ø

(Degree)

e－log p

Curve

log Cv

－log p

Curve

強度増

加率

m

圧密降伏応力

Py (tf/m2)

Ac 1.700 1.00 - 0.25

  

4.00

    









資料 9 - 28

5) 軟弱地盤解析

軟弱地盤改良は柱状図と土層縦断面図及び土質試験結果により解析される。

a) 軟弱地盤改良

i) 概 要

軟弱地盤(沖積粘性土)は中部地域一帯に大略 19～25mの層厚で広く分布する。　計

画される橋梁取付道路の高盛土を建設するために、軟弱地盤の改良は必要である。

軟弱地盤改良の解析は以下の手順で実施される。

- 設計用土質常数と軟弱層の選定

- 設計用盛土仕様の設定

- 代表解析断面の選定

- 軟弱地盤改良工法の選定

- 解析法の決定

- 解析の実施

ii) 設計用土質常数と土層状況

中部地域一帯の設計用土質常数と土層状況は前節で検討した値及び土層縦断面図を

使用する。

① 盛土の諸条件

　　　　　 盛度の形状　　　幅………8.5m

                       法面勾配　　6m以下……1:1.5

                                   6m 以上……1:1.75

       　　計画盛土高 (HE) … ………………...HE= 2.0～4.85 m

      　　 盛土の土質常数

　　　　　　　γt = 1.80 t/m3

     　　　    C = 2.0 t/m2

     　　　    φ = 10゜

　　　　 　盛土速度： 5 cm/day (平均)

② 代表解析断面の選定

解析断面は各橋梁で実施する。実施する橋梁 NO. は NO.6  NO.18  NO.26

NO.35 の 4 橋梁である。
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iii) 軟弱地盤改良工法の選定

ｱ) 軟弱地盤改良工法

橋梁アプローチ道路の高盛土に対処する軟弱地盤対策工法として、大略

 ① 盛土の重量を軽減する EPS工法　② 軟弱地盤を改良して土の強度を増加

させて高盛土に対して安定を保つ 軟弱地盤改良工法　③ 軟弱地盤とは関係な

く盛土を支持杭で支えるパイルスラブ工法又はパイルキャップ工法 の三工法

がある。　このうち①及び③工法は非常に高価であるため対象外とし、本節で

は②の軟弱地盤改良工法について検討する。本法はその目的により表 7.3.1 に

示すように多くの工法がある。本検討では、このうちヴァーチカル ドレーン

工法について行い 更にこの中から表 9-15 に示すように、この地域の地盤条件

に適合する PBDドレーン工法を採用する。

表 9-14　軟弱地盤改良法

改　良　方　法 説　　　　明

1. 地表面での処理

- ｻﾝﾄﾞﾏｯﾄ, ｼｰﾄ,ﾏｯﾄ(ﾁﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙ)の敷設 etc.

- 圧密の為の上部排水層としての機能

- 盛土内へ地下水が入る上向き流れを阻止する為の遮
断

- 建設施設の機動力を確実にする事

- ﾁｬｶﾗ ｱﾔﾑ ｼｽﾃﾑ工法

- EPS工法(盛土の軽量化)

2. 軟弱地盤の置換
- 剪断力の増加と地盤沈下の減少

- 置換深度は限られている (5m程度)

3. 小段 (盛土高の増加に伴)
- 地盤内すべりに対する抵抗力の増加

- より良い環境の為に小段を使用

4. 緩速施工 - 長期間をかけて剪断力を増加する事

5. ｻｰﾁｬｰﾁﾞ - 盛土及び構造物建設前の沈下の促進

6. ｳﾞｧｰﾁｶﾙ ﾄﾞﾚｰﾝ
- 軟弱層の圧密と強度増加の促進

- ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ　ｶｰﾄﾞﾎﾞｰﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ  等

7. ｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ ﾊﾟｲﾙ
- 支持層の強度増加と安定、- 密な砂と砕石の使用

　ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ　ｸﾞﾗﾍﾞﾙｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ 等

8. 　　　　凝固物
- 支持層の強度増加と安定   

- 石灰ﾊﾟｲﾙとﾐﾙｸｾﾒﾝﾄ,ﾓﾙﾀﾙ注入を使用
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表 9-15　軟弱地盤改良工法

工　　　法
項　目

ｻﾝﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ PBD ﾄﾞﾚｰﾝ ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ 既製杭

径(mm) 400 65 700 400×400
地盤の強度増

加 kg/cm2 C=0.3⇒1.0 C=0.3⇒0.5 C=0.3⇒3.0 ―

特　徴
一般的な工法で

ある。
施工速度が速い 砂質地盤に有効

盛土を杭で支持

する工法

施工有効深さ 30m 15m 35m 30m
最小間隔 1.2m 0.9m 1.2m 1.0m
施工能力 300m/日 2500m/日 150m/日 120m/日

工事費の比率 1.0 0.2 2.4 11.0

その他 実績が多い

施工深度 15mを
越える場合は信

頼性は低下する









添付資料１０　自然条件調査結果―水文調査

































































添付資料１１　交通量調査結果





添付資料１２　ソフトコンポーネント計画書
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１．背景

　

1.1 プロジェクトの背景

　

　　　ヴィエトナム国（以下、「ヴィ」国と称す）政府は、ヴィエトナム戦争終結以降国

内経済の復興を目指し、1986年から導入された「ドイモイ」政策のもと、国内の各

セクターの整備を精力的に行ってきた。特に、社会基盤整備は経済復興に必要不可

欠であるとして、戦争で破壊された道路と橋梁の復興を含む運輸セクターへの投資

に高い優先順位を与えている。

　　本計画の対象地域である「ヴィ」国中部地域の道路網および道路整備の状況は、開

発の遅れに伴うインフラの未整備で道路網としての発達は遅れており、特に橋梁は

ヴィエトナム戦争終結後に戦後復旧、毎年のように起こる洪水被害の復旧事業とし

て整備されてきたが、予算不足から仮設橋梁程度の建設がやっとの状況である。そ

の多くは損傷が著しく、重車両の通行はもちろん、軽車両、所によっては人の通行

さえおぼつかないところも多い。そのため雨季には完全に孤立状態になってしまう

地域も多く、農産物の市場出荷等の経済活動に重大な支障を及ぼし、貧困の主要因

となっている。また、医療、教育、行政サービス等の社会活動にも大きな影響を及

ぼしており、経済面、生活水準での問題を含む地域である。

従って、本地域の社会経済発展のためには、人、物の移動に必要な道路網の整備、

特に橋梁の整備が必要不可欠である。

そこで、「ヴィ」国政府は、日本国政府に対して、中部地域における橋梁建設の無

償資金協力を、施設建設型・資材調達型混合案件として要請してきた。

1.2 プロジェクトの概要

　　本プロジェクト対象の橋梁は国道上でなく地方道路（省道、群道および村道）上に

ある。それらの橋梁は、老朽化した橋、落橋の可能性の高い橋、仮設的な橋および

重量制限の規制された橋であり、また対象サイトでは橋梁が架設されていない箇所

もある。このような状況の中で、橋梁の未整備は農村から地域外への物量の障害と

なっており、中部地域の社会経済発展の大きな阻害要因になっている。更に、洪水

時には地域住民の孤立を招き地域住民生活の安全も脅かしている。

本プロジェクトでは、中部地方 18 省の地方道（省道、群道および村道）における

中小規模のうち 45 橋を架け替え・新設対象として選定し、そのうち、23 橋につい

て、フェーズⅠとして、上部工の鋼桁調達および先方政府による上部工鋼桁架設と

下部工施工に必要なソフトコンポーネントを実施するものである。
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　　　施設建設

・ 19箇所の PC桁橋梁、および 3箇所の鋼桁橋梁の建設

・ 上記建設に伴う取付道路建設、法面防護工、および河床工

資材調達

・ 23 箇所への鋼桁調達（この内、幹線道路から遠いため塗装保守の厳しい 9 箇所

には、将来にわたって塗装塗り替えの必要のない耐候性鋼材を採用。）

・ 下部工・基礎工建設は「ヴィ」国側が実施。

1.3 ソフトコンポーネント導入の必要性と効果

本プロジェクトでは、資材調達型の対象になっている 23 橋梁に対し、鋼桁を調達

する。しかし、「ヴィ」国の架設に係るノウハウが十分でないことより、プロジェ

クトの円滑な進行や出来形品質の確保が課題となる。

このため、「ヴィ」国技術者への鋼桁橋に係る各種マニュアルの提供、下部工施工

のモニタリングの実施を通じ、技術移転を図りつつプロジェクトの円滑な遂行と品

質の向上を図ることが可能になる。

２．目標

　　　本ソフトコンポーネント業務では、先の２プロジェクト（北部地方橋梁改修計画、

メコンデルタ地域橋梁改修計画）に引き続き、以下を上位目標、およびソフトコン

ポーネント目標とする。

上位目標

「ヴィ」国における鋼桁橋梁建設の持続的発展

　　　ソフトコンポーネント目標

「ヴィ」国における鋼桁橋梁架設技術の確立及び下部工施工技術のレベルアップ
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３．成果

　　　上記目標を達成するためには、以下の成果が必要である。

　　　①鋼桁橋架設の工程管理が出来る。

　　　②鋼桁橋架設の品質管理が出来る。

　　　③鋼桁橋架設の出来形管理が出来る。

　　　④鋼桁橋架設の安全管理が出来る。

　　　⑤鋼桁の維持管理が出来る。

　　　これらのうち、本ソフトコンポーネントでは①～④について重視し、⑤については

「ヴィ」国側の自助努力に期待し、ソフトコンポーネント期間内において、関係者

とのディスカッションおよびマニュアル等を通じて、適宜、助言を行うものとする。

　　　また、成果品は以下の通りとする。

・ 下部工工事のモニタリング報告書

・ 工程管理マニュアル

・ 品質管理マニュアル

・ 出来形管理マニュアル

・ 安全管理マニュアル

・ 維持管理マニュアル

４．活動（業務内容の詳細）

　　　上記目標を達成するため実現しなければならない成果に対して、本ソフトコンポー

ネント業務で以下の活動を実施する。

　　　

　　　成果①「鋼桁橋架設の工程管理が出来る」を得るための活動としては、以下の項目

が挙げられる。

　　　　①－１　現地輸送のモニタリング

　　　　　　　　対象鋼桁橋梁は、地方道路（省道、郡道および村道）上に架かるため、

架橋位置までの道路状況と道程をモニタリングすることにより、工程管

理の補助業務を行う。

　　　　①－２　鋼桁架設工程管理マニュアルの作成およびモニタリング

　　　　　　　　鋼桁架設の工程管理マニュアル作成およびモニタリングを実施すること

により、必要に応じて指導を行い、工程管理を図る。
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　　　　①－３　下部工工事のモニタリング

　　　　　　　　「ヴィ」国政府による下部工工事の工程、品質と出来形は、鋼桁橋架設

の工程および品質に大きく影響する。このため以下のモニタリングを実

施する。

　　　　　　　　・下部工設計および施工計画のレビュー

　　　　　　　　・下部工施工工程のモニタリング

　　　　　　　　・下部工品質のモニタリング

　　　　　　　　・下部工出来形管理のモニタリング

　　　　　　　　・下部工施工完全管理のモニタリング

　　　成果②「鋼桁橋架設の品質管理が出来る」を得るための活動としては、以下の項目

が挙げられる。

　　　　②－１　品質管理マニュアルの作成およびモニタリング

　　　　　　　　特に「ヴィ国」政府による現場塗装（外塗り）は、日本で行われる下塗

りや中塗りに比較して、鋼桁の品質確保に対する重要度が高い。そこで、

品質に関するマニュアル作成およびモニタリングを実施することにより、

必要に応じて指導を行い、品質の確保を図る。

　　　　②－２　鋼桁保管のモニタリング

　　　　　　　　鋼桁は、保管状況によっては腐食し、品質が低下する。保管状況のモニ

タリングを実施することにより、必要に応じて指導を行い、品質の確保

を図る。

　　　成果③「鋼桁橋架設の出来形管理が出来る」を得るための活動としては、以下の項

目が挙げられる。

　　　　③－１　出来形管理マニュアルの作成

　　　　　　　　実施設計期間中に鋼桁架設に関するマニュアルを作成し、ローカルエン

ジニアへの技術移転に役立てる。

　　　

　　　成果④「鋼桁橋架設の安全管理が出来る」を得るための活動としては、以下の項目

が挙げられる。

　　　　④－１　安全管理マニュアルの作成

　　　　　　　　鋼桁架設を安全かつ円滑に実施できるよう、安全管理マニュアルを作成

し、ローカルエンジニアの安全管理の徹底、認識向上を図る。
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　　　成果⑤「鋼桁の維持管理が出来る」を得るための活動としては、以下の項目が挙げ

られる。

　　　　⑤－１　維持管理マニュアルの作成

　　　　　　　　建設完了後において施設の維持管理を行うことにより、長期に亘りその

機能の持続性を確保する。

　　　　　　　　

　　　

5．詳細投入計画

　　　本ソフトコンポーネント業務は、中部地域に広く点在する 23 橋梁の鋼桁架設に対

して実施される。日本人技師の派遣による現地補助員へのセミナー実施およびアド

バイス、現地補助員の効率的な投入およびマニュアル・チェックシートの活用によ

る技術移転およびモニタリングの実施が必要となる。

5.1 実施時期

　　　

　　　業務実施のバーチャートは表 12-2を参照のこと



年

項
　
　
　
目
　
　
　

月
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
13

マ
ニ
ュ
ア
ル
整
備

北
下
部
工
設
計
の
レ
ヴ
ュ
ー

部
下
部
工
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

（
下
部
工
建
設
に
関
わ
る
安
全
管
理
指
導

6
下
部
工
工
程
・
品
質
管
理
指
導

省
下
部
工
出
来
形
・
維
持
管
理
指
導

8
鋼
桁
架
設
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

橋
鋼
桁
架
設
に
関
わ
る
安
全
管
理
指
導

）
鋼
桁
架
設
工
程
・
品
質
管
理
指
導

担
鋼
桁
架
設
維
持
管
理
指
導

当
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
参
加
（
各
省
１
名
）

中
下
部
工
設
計
の
レ
ヴ
ュ
ー

部
下
部
工
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

（
下
部
工
建
設
に
関
わ
る
安
全
管
理
指
導

6
下
部
工
工
程
・
品
質
管
理
指
導

省
下
部
工
出
来
形
・
維
持
管
理
指
導

8
鋼
桁
架
設
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

橋
鋼
桁
架
設
に
関
わ
る
安
全
管
理
指
導

）
鋼
桁
架
設
工
程
・
品
質
管
理
指
導

担
鋼
桁
架
設
維
持
管
理
指
導

当
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
参
加
（
各
省
１
名
）

南
下
部
工
設
計
の
レ
ヴ
ュ
ー

部
下
部
工
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

（
下
部
工
建
設
に
関
わ
る
安
全
管
理
指
導

5
下
部
工
工
程
・
品
質
管
理
指
導

省
下
部
工
出
来
形
・
維
持
管
理
指
導

7
鋼
桁
架
設
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

橋
鋼
桁
架
設
に
関
わ
る
安
全
管
理
指
導

）
鋼
桁
架
設
工
程
・
品
質
管
理
指
導

担
鋼
桁
架
設
維
持
管
理
指
導

当
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
参
加
（
各
省
１
名
）

＊
中
部
地
方
は
、
南
北
1,
30
0ｋ
ｍ
に
わ
た
る
た
め
、
北
部
、
中
部
、
南
部
の
３
地
域
に
分
け
て
実
施
す
る
。

表
12

-2
　
　
ヴ
ィ
エ
ト
ナ
ム
国
中
部
地
方
橋
梁
改
修
計
画
　
ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
工
程
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5.2 要員

業務を実施する要員は、ヴィエトナム中部地方橋梁の対象範囲が南北に 1,300km

と広範囲であること、その中に 23 橋梁が散在し、下部工の施工が開始されること

から、日本より派遣する技術者は 3 名とする。その工程は添付資料 2 に示す通り

である。

　　　・日本人技術者

① 工程管理マニュアル・品質管理マニュアル・出来形管理マニュアル・安全管理

マニュアル・維持管理マニュアルの作成、および現地セミナーの実施（現地技

術者への説明）

② 下部工工事の進捗状況のモニタリングと指導

③ 現地技術者への指導、全橋梁の現地輸送・鋼桁保管・鋼桁架設・現場塗装のモ

ニタリングと指導

④ 工程管理のモニタリングと指導

　　　・ヴィエトナム人要員（通訳兼現地補助員）

① 下部工工事の進捗状況のモニタリングと指導

② 各種マニュアル・チェックリストに基づく現地輸送・鋼桁保管・現場塗装のモ

ニタリングと指導

③ チェックリストに基づく工程管理のモニタリングと指導

　　　

　　　また、本ソフトコンポーネント業務の実施にあたり、以下の事項は「ヴィ」国側の

責任で準備し、その費用も負担するものとする。

・ 研修施設の提供

・ 通訳兼現地補助員の派遣

・ プロジェクトの運営管理費用

5.3 所要経費

ソフトコンポーネント所要経費は表 12-3、表 12-4に示す通りである。
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表 12-3　ソフトコンポーネント所要経費一覧表

金額

名称 現地貨

(1000VND)
米ドル

（US$）
日本円

（¥）
備考

直接経費 724,994.60 81,687.50 11,253,740 内訳１
直接人件費 ０ ０ 30,153,000 内訳２
間接費 ０ ０ 42,214,200 内訳３
合計 724,994.60 81,687.50 83,620,940
円換算 5,960,757 10,024,690 83,620,940 ¥99,606,387

合計：　¥99,606,000（千円単位切り捨て）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交換レート

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1000VND=　　8.22円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1米ドル =  122.72円
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表
12

-4
　
諸
経
費
内
訳

単
価

金
額

名
称

規
格
数 量
単
位
現
地
貨

(1
00

0V
N

D
)
米
ド
ル

（
U

S
$）
日
本
円

（
¥
）

現
地
貨

(1
00

0V
N

D
)
米
ド
ル

（
U

S
$）
日
本
円

（
¥
）

備
考

１
．
直
接
人
件
費

１
式

　
ａ
　
現
地
調
査

　
　
　
橋
梁
上
部
工
１

3
号

11
月

87
4,

00
0

9,
61

4,
00

0
　
　
　
橋
梁
上
部
工
２

3
号

11
月

87
4,

00
0

9,
61

4,
00

0
　
　
　
橋
梁
上
部
工
３

3
号

11
月

87
4,

00
0

9,
61

4,
00

0
小
計

28
,8

42
,0

00
　
ｂ
　
国
内
調
査

　
　
　
橋
梁
上
部
工
１

3
号

1.
5
月

87
4,

00
0

1,
31

1,
00

0
　
　
　
橋
梁
上
部
工
２

3
号

0
月

87
4,

00
0

0
　
　
　
橋
梁
上
部
工
３

3
号

0
月

87
4,

00
0

0
　
　
　
　
小
計

1,
31

1,
00

0
　
合
計

30
,1

53
,0

00

２
．
直
設
経
費

　
1)
航
空
運
賃

1
式

74
5,

62
0

  
2)
日
当

+宿
泊
費

1
式

39
,6

00
.0

0
10

,3
83

,1
20

  
3)
車
輌
費

1
式

72
4,

99
4.

60
9,

90
0.

00
  

4)
現
地
傭
人
費

1
式

30
,9

37
.5

0
  

5)
報
告
書
等
作
成
費

1
式

1,
25

0.
00

12
5,

00
0

　
合
計

72
4,

99
4.

60
81

,6
87

.5
0

11
,2

53
,7

40

３
．
間
接
費

　
1)
諸
経
費

1
式

30
,1

53
,0

00
直
設
人
件
費
の

10
0%

  
2)
技
術
経
費

1
式

12
,0

61
,2

00
(直
人
費

+諸
経
費

)の
20

%

　
合
計

42
,2

14
,2

00
添
付
書
類
１
：
ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
に
係
る

P
D

M



資料 12 - 12

添
付
資
料

1：
ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
に
係
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
デ
ザ
イ
ン
・
マ
ト
リ
ッ
ク
ス

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名
：
中
部
地
方
橋
梁
改
修
計
画

対
象
地
域
国
：
ヴ
ィ
エ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
　
　
　
　
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
：

P
M

U
18
担
当
者
、
現
地
技
術
者
　
　
　
　
期
間
：

20
02
年

5
月
～

20
03
年

3
月

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
要
約

指
標

指
標
デ
ー
タ
の
入
手
手
段

外
部
条
件

上
位
目
標

１
．
「
ヴ
ィ
」
国
に
お
け
る
橋
梁
建
設
の
持

続
的
発
展

１
．
省
内
で
の
経
済
活
動
の
活
性
化

２
．
新
規
鋼
桁
橋
工
事
実
績
の
増
加

・
各
省
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ

・
橋
梁
台
帳

・
橋
梁
建
設
と
維
持
管
理
に
必
要
な
予

算
の
確
保

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
目
標

１
．
「
ヴ
ィ
」
国
に
お
け
る
鋼
桁
橋
梁
架
設

技
術
の
確
立
及
び
下
部
工
施
工
技
術

の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

１
．
新
規
鋼
桁
橋
工
事
実
績
の
増
加

２
．
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
用
い
た
チ

ェ
ッ
ク
に
お
い
て
妥
当
性
が
検

証
で
き
る
。

・
橋
梁
台
帳

・
最
終
報
告
書

・
完
了
証
明
書

・
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
の
将
来
に
わ
た
る

活
用

・
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
将
来
に
わ
た
る
活
用

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
技
術
の
継
承

成
果

１
．
鋼
桁
橋
架
設
の
工
程
管
理
が
で
き
る

２
．
鋼
桁
橋
架
設
の
品
質
管
理
が
で
き
る

３
．
鋼
桁
橋
架
設
の
出
来
形
管
理
が
で
き
る

４
．
鋼
桁
橋
架
設
の
安
全
管
理
が
で
き
る

５
．
鋼
桁
橋
の
維
持
管
理
が
で
き
る

１
．
工
程
通
り
の
建
設
の
遂
行

２
．
調
達
資
材
の
保
管
・
塗
装
の
適

切
な
実
施

３
．
橋
梁
維
持
管
理
の
適
切
な
実
施

・
工
程
管
理
表

・
月
例
報
告
書

・
竣
工
図

・
下
部
工
工
事
の
工
程
通
り
の
実
施

・
鋼
桁
の
工
程
通
り
の
現
場
へ
の
調
達

・
架
設
工
事
の
予
算
確
保

・
適
切
な
現
地
業
者
の
選
定

活
動

1-
1
現
地
輸
送
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

1-
2
下
部
工
工
事
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

1-
3
現
場
塗
装
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

2-
1
工
程
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

2-
2
品
質
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

2-
3
出
来
形
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

2-
4
安
全
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

2-
5
鋼
桁
維
持
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

投
入

＜
日
本
側
＞
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 　
＜
ヴ
ィ
エ
ト
ナ
ム
側
＞

１
．
鋼
桁
の
供
与
　
　
　
　
　
　
　

 　
１
．
下
部
工
・
取
付
道
路
建
設

２
．
鋼
桁
架
設
専
門
家
の
派
遣
　
　

 　
２
．
研
修
施
設
の
提
供

　
　

11
M

/M
（

1
人
×

11
ヶ
月
；
現
地
）

 　
３
．
通
訳
兼
現
地
補
助
員
の
派
遣

３
．
現
地
活
動
費
　
　
　
　
　
　

  
  

 ４
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
運
営
管
理
費
用

　
　
　
　

72
4,

99
4,

60
0V

N
D

　
　
　
　
　

81
,6

87
.5

0U
S

$
　
　
　
　
　

83
,6

20
,9

40
円

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
に
基
づ
く

　
問
題
点
・
課
題
へ
の
具
体
的
対
応

・
各
現
場
間
で
の
情
報
共
有

前
提
条
件

１
．
適
切
な
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置

２
．
橋
梁
建
設
に
省
が
高
い
優
先
度
を

　
　
保
証
し
て
い
る
。



添
付
書
類
２
 ：
 事
業
実
施
工
程
表

　
項
　
　
　
目
　
　
　

1
2

3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
1
8
1
9
2
0
2
1
2
2
2
3
2
4
2
5
2
6
2
7

契
交
換
公
文
調
印
 (
E
/N
)

約
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
契
約

 
▲

現
地
調
査

入
札
図
書
作
成

 ：
 日
本
国
内
業
務

実
入
札
図
書
承
認

 ：
 現
地
業
務

施
入
札
公
示

△

設
現
説
・
図
渡
し

計
入
札

▲

入
札
評
価

業
者
契
約

△

（
外
務
承
認
証
）

△

業
者
打
合
せ

鋼
桁
製
作
図
承
認

調
鋼
桁
製
作

達
検
査
(工
場
、
船
積
前
)

工
事
前
確
認
、
打
合
せ

程
鋼
桁
海
上
輸
送

鋼
桁
現
地
輸
送

鋼
桁
引
渡
し

実
施
設
計

調
達
監
理

ｿ
ﾌ
ﾄｺ
ﾝ
ﾎ
ﾟｰ
ﾈ
ﾝ
ﾄ

国
内

現
地

国
内

現
地

国
内

現
地

計

担
当

号
M
/
M
M
/
M
回
数
M
/
M
M
/
M
回
数
M
/
M
M
/
M
回
数

業
0
.0
0

者
0
.0
0

派
0
.0
0

遣
0
.0
0

0
.0
0

業
務
主
任

2
0
.5
7

1
.0
0

0
.4
0
0
.5
7

0
.3
3

0
.1
7

1
.0
0
1
.5
4
3
0
.3
3
0
.1
7
1

3
.0
4

コ
上
部
工
１

3
0
.5
7

1
.6
5

0
.4
0
0
.5
7

0
.3
3

0
.1
7

0
.1
7

0
.6
7

1
.6
5
1
.5
4
3
0
.5
0
0
.8
4
2

4
.5
3

ン
上
部
工
２

3
0
.5
7

1
.6
5

0
.6
7

1
.6
5
0
.5
4
1

0
.6
7
1

2
.8
6

サ
上
部
工
３

4
2
.1
5

2
.1
5

2
.1
5

ル
上
部
工
４

4
2
.1
5

2
.1
5

2
.1
5

タ
施
工
計
画
・
積
算
１

3
1
.7
0

1
.7
0

1
.7
0

ン
施
工
計
画
・
積
算
２

4
0
.7
0

0
.7
0

0
.7
0

ト
入
札
書
類
作
成

3
1
.0
0

1
.0
0

1
.0
0

要
計

1
2
.0
0
3
.6
2
7
.0
0
0
.8
3
1
.6
8
4
.0
0

1
8
.1
3

員
橋
梁
上
部
工
１

3
1
.5
0

1
.5
0

1
.5
0

計
橋
梁
上
部
工
２

3
11
.0
0

1
1
.0
0
1
1
1
.0
0

画
橋
梁
上
部
工
３

3
11
.0
0

1
1
.0
0
1
1
1
.0
0

橋
梁
上
部
工
４

3
11
.0
0

1
1
.0
0
1
1
1
.0
0

（
ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
）

計
1
.5
0
3
3
.0
0
3
.0
0
3
4
.5
0

ヴ
ィ
エ
ト
ナ
ム
国
中
部
地
方
橋
梁
改
修
計
画
（
資
材
調
達
型
）
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